
 

 

 

1．事業の目的                                                                       

物価高騰等の影響を受ける中、商店街の空き店舗への出店を促進し、商店街の活性化や賑わい創出を図る

ため、中小企業者が商店街エリアにある空き店舗を活用して小売業、飲食業又はサービス業のいずれかの店

舗を出店する事業に対して、改装費等の一部を補助します。 

 

２．募集期間                                                                       

令和６年（２０２４年）５月１日（水）～ 令和６年（２０２４年）６月２８日（金）［１７時必着］ 

※土・日・祝祭日を除きます。 

※審査会（書面審査）にて予算の範囲内で採択者を決定します（５件程度を想定）。 

 

３．補助対象者                                                                

補助対象となる空き店舗に出店する中小企業者で、次のすべての要件を満たす方が対象となります。 

(1) 熊本市内の商店街の地区に所在する空き店舗の所有者と令和６年（２０２４年）５月１日（水）

以降に賃貸借契約を締結した事業者（ただし、空き店舗の所有者本人が出店する場合等、特別な事情

がある場合は、この限りではない。） 

※商業施設等のテナント型店舗は対象外です。 

※商店街団体については、熊本市ホームページよりご確認ください。ご不明な場合は、店舗住所をご 

確認の上、商業金融課へお尋ねください。 

(2) 熊本市内の商店街の地区からの移転でない事業者 

(3) 空き店舗で小売業、飲食業、サービス業のいずれかを営む事業者（ただし、事務所機能のみの出店

は除く。） 

(4) 出店エリアの商店街団体からの推薦があり、当該商店街団体に加盟するなど、積極的に商店街団

体の活動に参加するよう努める事業者 

 

ただし、次に該当する場合は、補助対象となりません。 

□ 市税の滞納がある場合 

□ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第

５項から同条第１０項の対象となる営業を行う場合 

□ 政治活動又は宗教活動を行う場合 

□ 熊本市暴力団排除条例（平成２３年条例第９４号）第２条第１号から第３号までの規定に該

当する場合 
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▼ 小売、飲食、サービス業とは、下表に該当する業種のとおり。 

※開業に際して、法律に基づく資格等が必要な場合には、必ず当該資格を取得してください。 

区分 日本標準産業分類上の分類 

小売業 

飲食業 

大分類Ｉ（卸売業、小売業）のうち 

中分類５６（各種商品小売業） 

中分類５７（織物・衣服・身の回り品小売業） 

中分類５８（飲食料品小売業） 

中分類５９（機械器具小売業） 

中分類６０（その他の小売業） 

大分類Ｍ（宿泊業、飲食サービス業）のうち 

中分類７６（飲食店） 

中分類７７（持ち帰り・配達飲食サービス業） 

サービス業 大分類Ｇ（情報通信業）のうち 

中分類３８（放送業） 

中分類３９（情報サービス業） 

小分類４１１（映像情報制作・配給業） 

小分類４１２（音声情報制作業） 

小分類４１５（広告制作業） 

小分類４１６（映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業） 

大分類Ｋ（不動産業、物品賃貸業）のうち 

小分類６９３（駐車場業） 

中分類７０（物品賃貸業） 

大分類Ｌ（学術研究、専門・技術サービス業） 

大分類Ｍ（宿泊業、飲食サービス業）のうち 

中分類７５（宿泊業） 

大分類Ｎ（生活関連サービス業、娯楽業） ※ただし、小分類７９１（旅行業）は除く 

大分類Ｏ（教育、学習支援業） 

大分類Ｐ（医療、福祉） 

大分類Ｑ（複合サービス事業） 

大分類Ｒ（サービス業＜他に分類されないもの＞） 

 

 

４．補助対象経費                                                              

 交付決定後に契約、発注及び支払いを行い、令和７年（２０２５年）２月２８日（金）までに、改装工事

及び支払いが完了し、かつ、実績報告を提出できる次の経費が補助対象となります。 

(1) 店舗の改装に要する内装、外装、設備 等の工事費 

⇒「設備」とは、店舗の外壁、内壁、床又は天井に固定されるもので、設置に伴い工事を必要とする 

もの（店舗の看板、照明、シンク、トイレ、カウンター、空調設備等）です。 

(2) 上記(1)に伴う既存設置物の処分費 

(3) 上記(1)に伴う設計費 

(4) 家賃（上限２か月分） 



 

(5) 礼金 

(6) 仲介手数料 

(7) その他市長が特に必要と認めるもの 

 

上記の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合は、補助対象外となります。 

(1) 備品、消耗品の購入・設置に係る費用 

(2) 交付決定前に契約・発注及び支払いしている改装費等（当該空き店舗の賃貸借契約に 

当たり、交付決定前に支払う必要のある家賃、礼金及び仲介手数料を除く。） 

(3) 建築基準法、消防法その他法令に違反する改装費 

(4) 以下のいずれかに該当する者に係る家賃、礼金及び仲介手数料 

 ア 空き店舗の所有者本人 

 イ 空き店舗の所有者が個人の場合には２親等以内の親族である者 

 ウ 空き店舗の所有者が法人である場合には役員または従業員の身分を有する者 

(5) 消費税及び地方消費税 

(6) 国、県その他の団体の補助又は熊本市の他の補助制度において補助を受けている場合の 

同一補助対象経費 

 

        交付決定前に補助申請経費について着手（発注）が必要な場合は、事前着手申請書（様式第８

号）を提出し、市の承認を受けてください。 

※事前着手申請は、応募申請の採択審査には一切影響しません。 

        ※事前着手を承認する場合は、事前着手承認通知書により通知します。承認日以降に着手する 

経費を補助対象とします。 

※事業着手が承認され、その後採択審査の結果、補助金交付候補者として採択された場合でも、

事前着手承認前に契約（発注）・購入等を行った経費については、補助対象経費として認めら

れません。また、補助対象経費については、交付申請時に認められたものに限ります。 

※事前着手届出が承認された場合でも、採択審査の結果、不採択となったときは、本補助金の

交付を受けることはできません。また、これにより生じる損失等について、熊本市は一切の

責任を負いません。 

 

５．補助率・補助限度額                                  

補助率：２分の１、補助限度額：１００万円 

※補助金額の算出において、千円未満の端数は切り捨てとします。 

  ※補助率、補助限度額を超える部分は、申込者の負担となります。 

 

６．交付の条件                                      

     

 

(1) 遅くとも交付確定の日から３０日以内に当該店舗にて事業活動を開始すること。 

   「交付確定の日」は、「８．補助金交付までのながれ」にある「交付確定・通知」の日を指します。 

(2) 当該店舗にて事業活動を開始した日から２４月以内に事業廃止、移転、譲渡等をしないこと。 

(3) 交付申込書に記載した事項を変更しようとするとき（軽微な変更をしようとするときを除く。）は、

交付の条件に違反した場合、補助金を返還していただくことがあります。 



 

あらかじめ市長の承認を受けること。 

(4) 補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は当該事業の遂行が困難となったときは、速やかに 

市長に報告して、その指示を受けること。 

(5) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けること。 

(6) 補助事業が完了したときは、当該年度の２月末日までに、市長に対し所定の実績報告を行うこと。 

(7) 補助金額の確定のために現地調査、書類確認、質問等が必要な場合は、市の求めに応じこれに協力 

すること。 

(8) 補助金の支払の請求は、その額の確定後、別に指定する期限までに所定の請求書により行うこと。 

(9) 補助事業の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理するとともに、これらの帳簿及び 

書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管すること。 

(10) 補助金を他の用途に使用しないこと。 

(11) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）のうち取得価格 

又は効用の増加価格の単価が５０万円以上のものは、取得し、又は効用の増加があったときから 

２年間、市長の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、 

又は担保に供してはならないこと。 

(12) 市長の承認を受けて取得財産等を処分することにより収入があった場合は、その収入の全部又は 

一部を市に納付させることがあること。 

(13) 取得財産等は、補助事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その 

効率的な運営を図らなければならないこととし、当該管理運営について市長が調査をするときは、 

これに協力すること。 

(14) 前各号に掲げるもののほか、法令その他市長が必要があると認め指示する事項を遵守すること。 

 

 

７．補助金等の返還                                      

(1) 補助の条件に違反した場合、承認の条件に違反した場合、補助事業者としての要件を満たさなく 

なった場合、建築基準法、消防法その他関係法令に違反したとき、虚偽その他不正の手段により 

補助金の交付を受けた場合については、交付決定を取り消す場合がある。 

この場合において、既に交付された補助金があるときは、その返還及び補助金等の受領日から 

納付日までの日数に応じ年 10.95パーセントの割合で計算した違約加算金を請求する。 

(2) 前項に規定する請求に応じた補助金の返還等がされない場合において、本市が申請者に対し交付 

すべき他の補助金等があるときは、他の補助金等の交付を一時停止することがある。 

  



 

８．補助金交付までのながれ                                    

※採択・不採択の通知は、7月中旬頃を予定しています。 

 

９．応募書類等                                      

申込書の各様式は、熊本市ホームページよりダウンロードしてください。 
 

【提出書類】 

(1) 熊本市商店街出店支援事業費補助金事業計画書（様式第１号） 

(2) 企業概要書（様式第２号） 

(3) 経営計画書（様式第３号） 

(4) 財務計画書（様式第４号） 

(5) 誓約書及び同意書（様式第５号） 

(6) 代表者・役員等名簿及び照会承諾書（様式第６号） 

(7) 商店街団体の推薦書（様式第７号） 

   ※推薦書発行には時間が掛かる場合がありますので、出店する商店街団体に余裕をもって依頼

してください。 

(8) 賃貸借契約書（写） 

（ただし、空き店舗の所有者本人等であって賃貸借契約を締結しない場合を除く。） 

(9) 補助金申込経費の内訳及び工期(納期)を明記した２者以上の見積書（写） 

(10) 空き店舗の現状の写真 

(11) 直近の確定申告書（個人事業主）又は 決算書（法人）の写し 

（ただし、創業間もない者又は創業予定者であって直近の事業収入が存在しない場合等を除く。） 

※応募締切日以降の書類の差替、追加資料の提出は受け付けません。応募期間中に提出された資料を

もって審査いたします。 

※提出書類は、提出前にコピーし、控えとして保管してください。 

※審査の結果、採択となった場合は、熊本市商店街出店支援事業費補助金申込書（様式第１１号）の

提出が必要となります。採択事業者には、別途ご案内いたします。 

 

【提出方法】 

郵送による申込又は窓口への持参にて提出ください。 

郵送の場合は、到着確認のため募集期間内に必ず電話してください。 

募集期間を過ぎてから到着した書類はお受け付けできませんので、ご注意ください。 
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１０．審査基準                                      

 

〇補助事業候補者の選定 

（1）提出された書類について書面審査を行い、高い得点を得た申請者から順に、予算の範囲内で採択事業

者を選定します。 

（2）ただし、審査項目の「１ 事業計画」「２ 地域貢献・活性化」の合計点数について、審査員の平均

点数が４０点未満の事業計画を提出した事業者は、選定の対象外とします。 

 

１１．提出先・お問合せ先                 

  熊本市経済観光局 商業金融課  

〒８６０－８６０１   熊本市中央区手取本町１番１号 

   ＴＥＬ：０９６－３２８－２４２４     

ＦＡＸ：０９６－３２４－７００４ 

審査項目 評価基準 評価のポイント 確認部分

計画の熟度・
実現可能性

・出店の動機、目的と事業計画に整合性があるか（5点）
・自社の強みを把握し、競合、類似製品等と比較して、独自性、差
別化が認められるか（10点）
・事業計画の目標設定、業務上の課題と対策が具体的かつ客観
的に整理されているか（10点）

経営計画書（様式第3号）
（事業の目的、課題、対策・
市場環境・自社の強み、弱
み）

25点

運営体制
・開業に必要な人員配置や、知識の習得、資格・許認可の取得等
による、安定的かつ継続的な体制となっているか（5点）

経営計画書（様式第3号）
（運営体制）

5点

事業の継続性
・売上や経費の計算根拠、資金調達の根拠が明確か（5点）
・無理のない収支計画及び資金計画となっているか（5点）

財務計画書（様式第4号） 10点

商店街エリアへ
の現状分析

・商店街エリアの地域特性、ニーズ分析ができているか（5点）
・商店街の賑わいづくりに必要なことが具体的かつ客観的に整
理できているか（５点）

商店街団体の推薦書（様
式第7号）
（出店地域における顧客
ニーズと市場環境、出店地
域の賑わいづくりに必要
と考えること）

10点

商店街エリアへ
賑わい創出

・出店店舗での取り組みが具体的であり、商店街エリアの活性化
が期待できるか（1５点）
・商店街との積極的な連携、商店街エリア活性化を期待できるか
（１５点）

商店街団体の推薦書（様
式第7号）
（出店地域の賑わいづくり
に繋がる取り組み）

30点

業務経験等
【加点審査】
・開業店舗と同一業種の経験が5年以上(+3)
・　　　　　　　　　〃　　　　　　　　 3年以上5年未満(+1)

経営計画書（様式第3号）
（運営体制）

3点

賑わい創出の
寄与（※）

【加点審査】
出店店舗の階層に応じて加点
・1階路面店（+3）
・路面店以外の1階、2階、地下1階（+1）

企業概要書（様式第2号）
（空き店舗所在地）
賃貸借契約書

3点

省力・デジタル・
省エネ設備

・省力又はデジタル設備を導入し、効果が適切に分析されている
か(4点)
・省エネ設備を導入し、効果が適切に分析されているか(4点)

経営計画書（様式第3号）
（省エネ・省力設備導入に
伴う効果）

8点

その他

個人事業主本人または法人代表者が以下のいずれかに該当する
場合、加点
・募集締切時から起算して過去３か年の間に、創業支援等事業計
画における特定創業支援を受けた者（3点）
・募集締切時から起算して過去３か年の間に、熊本市移住支援
金、熊本市転居費等支援金の交付決定を受けた者または熊本市
ＵＩＪターンサポートデスクに登録し、県外から熊本市へ移住した
者（3点）

経営計画書（様式第3号）
（その他）

6点

合計 100点 100点

※「路面店」とは、店舗と往来が可能な道路（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条に基づく道路）に面した建物１階部分
の店舗であり、かつ、店舗間口又は壁面が道路からおおむね７ｍの範囲内に位置する店舗をいう。

配点

1　事業計画
（事業計画全般、
資金・収支計画）

40点

２　地域貢献・
活性化

40点

政策的加点項目 20点

応募書類は 

熊本市ホームページから 

ダウンロードください。 


